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1.	 はじめに
東京の新国立競技場の建設準備が進む中、1  
グローバル・ウィットネスが収集した証拠
によれば、熱帯雨林の破壊や違法伐採、人
権侵害と結びついている木材が東京の各地
の建設現場で使われています。2020 年東
京オリンピックを持続可能な大会にする―
―その約束を日本が果たせるかどうかが問
われています。2

日本は熱帯木材の直接輸入が世界第二位で、その大部分は合板
として輸入しています。日本が輸入する合板の半分近くはマ
レーシアのサラワク州の原産です。サラワク州では集中的な伐
採により最後に残された熱帯雨林が破壊されつつあり、森林を
自分たちのものと考え、森林に依存して暮らしを立てている何
万人もの先住民族の生活を脅かしています。

本資料では、日本の木材サプライチェーンにおけるリスクを解
説するとともに、新オリンピック競技施設を含む日本の建設現
場で使われる木材が合法で、持続可能で、人権侵害と無縁であ
るために、日本が早急に新たな効果的な措置をとる必要性を説
明します。

2.	 リスクの高いビジネス
1990 年以降、サラワクから輸出された木材の約３分の１は日
本で消費されました。最近の衛星画像の分析によれば、サラワ
ク州は世界で最も速いペースで熱帯雨林が消失している地域で
す。3  大量の伐採とアブラヤシや木材のプランテーションの拡
大により、サラワク州に元々あった森林のうち手付かずで残っ
ているのは５％以下にまで減っています。4 

伐採は最後に残された原生林にも及んでいます。そうした原
生林の大部分は、ハート・オブ・ボルネオ（HoB）と呼ばれる、
国境をまたがった森林保全地域のうちサラワク州に属する部分
にあります。ハート・オブ・ボルネオはマレーシア、インドネ
シア、ブルネイが共同で進めている 22 万平方キロメートルに
及ぶ森林保全のとりくみで、そこには世界の生物多様性の 6％
が存在するとみられています。5  最近の衛星画像の分析によると、
ハート・オブ・ボルネオのうちサラワク州に属する地域を含め、
サラワク各地できわめて破壊的な伐採が行われています。6

広範囲の森林が消失したために、森と土地に依存して暮らす先
住民族が食料を確保しにくくなり、極度の貧困に陥っています。
自分たちの水、食料、薬草、文化的アイデンティティの源を守
ろうと、先住民族コミュニティはこれまでサラワク州政府や企
業を相手取って、先住民族の土地に対する慣習権（NCR）違反
の訴えを 200 件以上起こしてきました。7  これらの慣習権はマ
レーシア憲法で認められており、8  サラワク州の裁判所もそれ
を堅持する判断を繰り返し出しています。9

いまや、サラワク州の土地面積の半分以上で伐採やプランテー
ションの許可が出されており、うち多くは「ビッグ 6」と呼ば
れる木材大手 6 社（サムリン、シンヤン、リンブナン・ヒジャウ、
タアン、WTK、KTS）が持っています。10  6 社はすべて日本に
木材を輸出しています。11  現在、サムリン、シンヤン、タアン
の３社は先住民族コミュニティから慣習土地権の侵害で訴えら
れています。12  サムリン、WTK、タアン、シンヤン（下記の事
例研究を参照）の 4 社については、近年行われた独立調査の結
果、保護価値の高い熱帯雨林で違法かつきわめて破壊的な伐採
を行っている証拠が見つかっています。13

「ビッグ 6 を含め木材会社の者たちは、まるでサラワク
が自分たちの祖父の財産であるかのように木を伐採し
ている。これを止めさせる。取り締まりを強化するべきだ。
違法伐採が行われているのに、森林局が知らないふり、
無知のふりをして目をつぶることは許されない。」

サラワク州アデナン首席大臣、2015 年 9 月 14 

サラワク州のアデナン・サテム新首席大臣は、森林セクターで
の法執行が「一部の当局者の汚職のためにきわめて脆弱である」
と延べ、サラワク州の持続不可能な森林伐採に汚職と違法伐採
が関わっていることを公に認めました。15  首席大臣の発言は、
サラワク州の森林・土地セクターに汚職がはびこり、違法で非
持続的な伐採が放置されてきたとするグローバル・ウィットネ
スの調査結果と一致します。16



3.	 事例研究：シンヤン社
コンクリート型枠材の日本向け最大手サプライヤーの一つ、シ
ンヤン社は、サラワク州に残された最後の手付かずの熱帯雨林
の一部できわめて破壊的で違法の可能性のある伐採を行ってお
り、17  先住民族との間でいくつもの土地をめぐる法的紛争を抱
えています（右側の囲み記事参照）。18

2014 年末には、シンヤン社はハート・オブ・ボルネオにある
国立公園候補地で、1 日にサッカー場 42 個、ひと月に 9 平方
キロメートルに相当するペースで伐採していました。2014 年
6 月に撮影された高解像度の衛星画像には、それまで手付かず
だった熱帯雨林の林冠の広範囲に及ぶ伐採、道路建設や伐採に
より引き起こされた深刻な土壌浸食や土砂崩れ、主要河川から
数メートルの地点での皆伐が記録されていました（3 ～ 4 ペー
ジの事例を参照）。サラワク州政府が主要水路の 20 メートル以
内の伐採を通常は許可していないことを考えると、19  この伐
採操業の合法性が強く疑われます。シンヤン社が 2001 年から
2014 年の間にハート・オブ・ボルネオで行った伐採による森
林消失の全容については、3 ページの図をご覧ください。

グローバル・ウィットネスは、シンヤン社がハート・オブ・ボ
ルネオとブラガ地区（囲み参照）で伐採した木材をビンツルの
シンヤン社合板工場に供給し 23、同工場が日本の主要商社を通
じて大量の合板を日本市場に販売していることを確認しました。

サラワクから合板を買い付けている日本の商社のほとんどはシ
ンヤン社の顧客であり、24  ビンツルの工場で作られた合板が東
京の主要な建設プロジェクトで広範に使われていることが、グ
ローバル・ウィットネスの調査で分かっています。25 

搾取の歴史
「私たちは森に生かされています・・・伐

採業者に私たちの土地を破壊してほしく
ありません。私たちが生活や仕事で使う
原材料がすべてなくなってしまいます」

ブラガ地区ロング・ジェイクの首長、 
マトゥ・トゥガンさん 20

ロング・ジェイクを含むブラガ地区のいくつかの
プナン人コミュニティは、伐採やアブラヤシプラ
ンテーションから自分たちの土地を守るために 30
年もシンヤンに対して闘っています。この間、森
の大部分が伐採または皆伐され、そこで生きるコ
ミュニティの生活の糧が奪われました。2007 年、
マレーシア人権委員会がこうしたプナン人コミュ
ニティの状況を調査した結果、「伐採とアブラヤシ
プランテーションの操業により、プナン人が漁労
や飲み水、洗濯、沐浴に使っている川が汚染された」
ことが判明しました。21  自分たちの土地を守る最
後の手段として、ロング・ジェイクの首長マトゥ・

トゥガンさんと４０を超える家族は伐採道路を占
拠し、土地に対する先住慣習権を侵害したとして
シンヤン社と現在裁判中です。22

グローバル・フォレストリー・サービス発行のシンヤン・プライウッド（ビンツル）社の COC
報告書（2015 年 5 月）からの抜粋。同社がハート・オブ・ボルネオに位置するシンヤン社の伐
採権 T/3228 と T/3342 及びブラガ地区の植林事業権 LPF0018 から木材を調達していることが
示されている。

東京の建設現場（施工：大成建設）で見つかっ
たシンヤン・プライウッド（ビンツル）工場
の合板



シンヤン社によるハート・オブ・ボルネオの破壊
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LANDSAT 衛星画像の分析は、2001 年から 2013
年（ピンク）および 2014 年（赤）のハート・オブ・
ボルネオ及び国立公園候補地におけるシンヤン
社の伐採権区域による森林消失の規模を見せて
い る。26  出 典：Hansen/UMD/Google/USGS/
NASA（グローバル・フォレスト・ウォッチ経由
でアクセス）
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左下の地図上にオレンジの囲みで示したハート・オブ・ボルネオ内のエリアの 2012 年 12 月時点の
高解像度（50 センチ）衛星画像。森林は林冠に覆われている。

 左下の地図上にオレンジの囲みで示した地域の 2014 年 6 月時点の高解像度（50 センチ）衛星画像。それまで
手付かずだった熱帯雨林の林冠の広範囲に及ぶ破壊道路建設や伐採により引き起こされた深刻な土壌浸食や土砂
崩れ、主要河川から数メートルの地点での皆伐が見て取れる。

右上の衛星画像中の赤色の囲みのエリアの拡大図。主要河川（青い破線）から数メートルの地点で大規模な伐採が行われて
いる事例。河川緩衝地帯での伐採は通常サラワク州の規制によって禁止されているため、伐採操業の合法性が疑われる。

ハート・オブ・ボルネオ越境保全地域内（緑色線の囲み）
にあるシンヤン社の伐採権区域（赤）。



4.	 改革の必要性
日本がサラワクから輸入する大量の木材が熱帯雨林の破壊、違
法伐採、及び人権侵害に関係していることは、日本の木材取引
規制と日本企業による木材サプライチェーンのデューデリジェ
ンス実施の努力が不十分であることを示しています。

日本の企業はサラワクの木材に深刻な法的、社会的、環境的リ
スクがあることを知らされながら、サラワク木材の購入を継続
しています。27 日本の企業には木材調達において合法性を考慮
する義務はなく、日本の現行の自主基準が実効性を欠くことを
示す証拠があるにもかかわらず、その基準に則っているため合
法であると主張しています。28  

さらに、日本の建設業界はサラワク産合板に大きく依存し、政
府の推計によれば、コンクリート型枠に使われる合板のほぼす
べてが熱帯木材であり、29  うち多くがサラワクから供給されて
います。30  東京都は東京の建築工事に関連して、日本の建設業
界が違法または非持続的な木材を使うリスクにさらされている
との懸念を示しています。31 

責任あるサプライチェーンを確保する第一歩として、日本政府
は企業に対し違法木材の取引をしないことを求め、そのために

一定レベルのデューデリジェンスを求めるべきです。そうすれ
ば、既に合法木材だけを扱おうとしている企業にとって公平な
競争環境が生まれるようになるでしょう。例えばサラワクのよ
うに違法伐採のリスクが高い場合、情報収集や定評のある独立
の専門家によるリスク評価など、サプライチェーンを理解する
ための追加的な対策を講じ、リスクを特定した場合は必要な緩
和策をとるべきです。

日本の企業は、いま形成されつつある国際的スタンダード 32  
に呼応して、合法性の確保から一歩踏み出し、自社のサプライ
チェーンに結びついている人権侵害や環境破壊のリスクを特定
し、緩和する必要があります。 

東京オリンピック組織委員会は、設計・施工を行う事業者に
デューデリジェンスを義務付け、オリンピック関連の建設プロ
ジェクトやその他の目的で使用されるすべての木材が合法で、
持続可能で、倫理にかなったものであることを保証することに
よって、持続可能な 2020 年オリンピック大会という公約を守
り、重要な前例を作ることができます。

ハート・オブ・ボルネオの木材を原材料に使用しているシンヤン・プライウッド（ビンツル）社が操業する合板工場
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